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酪農多頭化段階における土地利用（その二）

一土地利用高度化の計画性一一

金　川　三　代　治

1．はじめに一課題と方法一

2．　士地利用高度化の実態

　1）対象地域の概要

　2）草地利爾高度化の実態

3．土地利用高度化の計画性

　1）草地利用の評価と現状改善計画

　2）経営の目標形成と目標達成経路に齢ける計画性

4　まとめと今後の課題

1，はじめに一課題と方法一

　酪農経営に澄いて、土地利用の高度化は乳牛の養分要求に対して飼料生産：を適合

させること、かつ飼料生産に山ける生産力を高め、土地の利用度を増進させながら

最紬には翻生産温位勤生麟を低減させていく。ととして把嬢れ謂土

地の高度利用は様々な市場条件の影響をうげつつも、長期的には地力再生産機能を

ととのえた土地利用方式の確立をつうじてもたらされ、土地・飼料・乳牛の有機的

循環の中で実現するといえる。このような土地利用高度化は生産諸要素の：量的・質

的条件澄よび労働力と機械・施設の利用を結びつける作業組織のあり方などに規定

されると考えられる。さらに土地利用の高度化が実現されるためには、その土地利

周について、農家が計画性をもって意思決定をしているかどうかが問われなければ

ならない。すなわち、土地利用の計画性は土地利用高度化の主体的条件とみなせる

であろ瑠この郁ついては、従来計酌な土地利用や草地賄の必要性が欄

されてはきたが、果して農家が土地利用の高度化を計画的に考えているか、またど

のように計画をたてているか、それはなぜかというように計画行動の内容にまで立

入った分析が土地利用の高度化を考察する場含には必要となる。農業経営のこうし

た謳性を薙的醐らかにし鰍究踏鮮近謂

　さらに酪農経営に澄いて土地利用高度化の計画性を考慮する理由は次のとうりで

ある。まず、酪農に潔いて飼料作物は中間生産物であり、その商品化もまだ充分浸
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透していない。こうした飼料作物の特性と±地利用（飼料生産）の高度化の計画性

との関連に関心がもたれること。第二に、同一地域に澄ける酪農経営の多頭化、規

模拡大段階のちがいとの関連はどうかという点である。第三に、北海道酪農の技術

開発に詮いては、飼料生産や施肥方法の合理化に関する技術開発は家畜の育種・改

削の技術砒べて立遅れているとさ藩書。うした社会齢胤の関連から膿

家の土地利用高度化の計画性に関心がもたれるのである。

　そこで、前稿では、酪農経営に澄ける土地利用高度化の実態を乳牛飼養条件との

関連で考察した。本稿では昨年度にひきつづき、土地利下高度化を規定するしくみ

を一層明らかにするとともに、農業経営の土地利用の高度化計画のたて方、すなわ

ち計画の方法的側面について現状分析的考察を試みる。

　ここで、とくに：目地利用高度化の計画性をどう把握するかについてふれて澄く。

計画は一般に目標とその達成手段の体系の一環としてとらえられているが、経営活

動の一過程としてとらえると、計画作成→組立て→実施→評価→計画作成というサ

イク、レの凹凹つく（碧この計酢成は問題確定と聯決定の過程から成る。すな

わち経営の現状評価、問題分析よりはじまり、ついで対策決定がなされる。計画は

計画主体、計画対象、計画目的の選定、計画期間の設定、外生変数の予測を前提と

しつつ、このような計画過程をとうして目標達成の方法を明らかにするものといえ

る。この計画過程が経営活動で有効に機能するためには、その計画方法に合目的性、

科学性、正確性、計画諸過程の一貫性が要請されるであろう。

　ここでは計画対象を酪農経営の土地利用面に限定して、上述の計画諸過程の実態

をみることによって計画性を考察する。具体的には次のような分析手順をとる。ま

ず、土地利用高度化の実態をとらえ、現状土地利用の問題とその利用高度化が規定

されるしくみを考察する。ついで経営条件と土地利用の問題状況を組合せて階層を

区分し、現状土地利用に対する農家の評価と利用の現状改善的な視点による対策決

定をみる。そしてさらに農家の目標形成とその目標に到達するプロセスとしての土

地利周高度化の対策決定状況をみることによって計画の方法的側面からみた計画性

を考察する。その場合、農家の計画性のちがいを析出させるとともに、そうした計

画性に影響する経営条件についても検討をくわえたい。

2．土地利用高度化の実態

　1）対象地域の概要

　分析対象地域として、顕著な多頭化、規模拡大の中で地力問題などにみられるよ
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うに土地利用の問題がより大きくあらわれているとされる根釧地域を選定した。根

釧地域は、一般に牧草作、一部根菜作以外の作物生産の経済的土地利用は成立しに

くい地帯として位置づけられている。自然条件の面では、気象は冷涼で、冬期の土

壌凍結が著しい。また牧草の栄養生長期である5～6月に雨が多く、一番草収穫は

多湿寡照の影響をうける。土壌は大部分が摩周系の火山灰土であるが、一部の未開
発低湿地帯に泥炭土がある。一般にリン酸欠乏土壌が多いとされざ曹

第1表には対象地域の農業動向を、第2表には主要飼料作物の作付動向を示した

第1表根釧地域の農業動向

昭和43年 46 49 52

総　　農　　家　　数（戸） 4，824 4，0圭8 3，581 3，311

1戸当り基幹的農従者数（人） 2．0 2．1 L9 22

乳　牛　飼　養　　頭　数　（頭） 46，096 63β71 76，222 85，21爆

飼養農家1戸当り乳牛頭数　傾） 13．0 19．9 27．6 34．1

農胴トラクター駈有台数　（台） 1，103 1，851 2，591 2，522

百戸当りトラクター所有台数（台） 23 46 72 76

利　　用　　農　　用　　地　（£の 83388 77，725 77，182 84，389

う　　ち　　草　　　地（％） 51．9 67．1 75．5 78．5

草地のうち肥培管理地（％） 86．5 87．5 95．4 94．0

うち採草放牧野画地、山林　（％） 44．4 29．1 22．3 17．8

成牛換算1頭当り草地（彦妬須） 1．14 1．00 G．90 α97

総　　　農　　　家　　　数（戸） 3，472 3，083 2，857 2，674

王戸当り基幹的農従者数（人） 2．3 2．3 2．2 2．6

乳　牛　飼　養　頭　　数（頭） 52，392 78，486 99，268 118，744

飼養農家1戸当り乳牛頭数（頭） 17．4 27．8 38．4 48．9

農用トラクター所有台数（台） 1，013 2，014 2，894 3，260

百戸当りトラクター所有台数　（戸） 29 65 101 122

利　　用　　農　　用　　地（絶㊥ 84，435 85，190 90，235 100，597

う　　　ち　　　草　　　地（％） 63．5 81．4 90．5 88．1

草地のうち肥培管理地（％） 88．2 92．1 9？．6 97．8

うち採草放牧野草地、山林　（％） 3α2 15．6 7．7 9．1

特牛換算1頭当り草地（4噸） 玉．24 1．G7 0．97 0．91

注）　1．資料：北海道農業基本調査

　　2．乳牛頭数は当年と次年2月1日の平均頭数を当年の頭数とした。

　　3．農用トラクターは動力耕うん機を含む個人所有と共同所有の合計。ただし49年は

　　　利用組合有のものが含まれる。
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第2表　飼料作物の作付動向
（単位二£α）

釧L　　　　　　　路 根　　　　　　　室　　　　　　　　　ζ

牧　　草 青刈とうもろこ 家畜用ビート 牧　　草 青刈とうもろこし 家畜用ビート

昭和43年 37，300 602 200 43，400 167 138

45 46β00 255 154 52β00 43 90

46 52，000 265 132 57，300 33 4

47 58，400 242 84 60，000 21 3

48 64，600 24G 88 66，400 5 2

49 67，000 292 266 73，900 24 37

50 68，800 468 201 8圭，400 53 44

51 70，6GO 823 150 86，400 488 28

52 72β00 1，200 103 89，200 997 28

注）資料：北海道市町村別作物統計

が、広大な農用地を背景として道内では大型の草地酪農が立地している。表によ砂、

近年、顕著な多頭化と離農跡地の取得や草地造成による草地の拡大がみられる。震

た多頭化、農地規模の拡大による労働力の減少は機械化を促がし、±地利用は牧草

働力が柏対的に少なくなり労働所要量が増加するなかでの土地利用高度化の必要性

が示唆される。それは土地利用とくに草地利用（採草利用）の高度化を結果的にと

らえた第3表からも指摘できる。牧草反収は40年代前半には機械化による草地肥

培管理の集約化などで増加をみせたが、40年代後半は停滞している。反当牧草作

業時間は混播草種によって異なるが、とくに根室・網走・宗谷に澄いて減少が著し

い。こうした生産性水準や規模拡大のコスト効果を反映した乾草100勾当り費用

価は、最近まで釧路・十勝・日高では増加傾向を示し、根室・網走・宗谷では停滞

的に推移してきた。しかし、農業生産資材物価指数の推移と比較してもわかるよう

に、ごく最近は両集計地域ともに費用価の増加が顕著になりつつあるといえよう。

　2）草地利用高度化の実態

　対象地域では土地利用の殆どが草地利用であるため、以下では草地利用について

考察をすすめる。

　分析は71戸の配表調査（浜中町31戸、鶴居村30戸、弟子屈町33戸、標津
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6

器

第3表牧草反収、反当作業時間、費矯価の推移

釧　路 釧路　・十勝　・日高 根　塾 根室・網走・宗谷

乾草100k2当り費用価 乾草100kg当り費用簡牧　　草

ｽ　　収

i混播、kの

牧草反当

?業時聞

欝納 指　　数

牧　　草

ｽ　　収

i混播、kの

牧草反当
?業時間

i講劉 職嗣 指　　数

農業生産

総ﾞ物価

w数

i北海道）

昭和42年 2，960 1，840

43 3，170 2，14◎

4嘆 3，270 2β50

45 3，570 8．0 710 10G．0 3，600 10．0 1，144 100．0 100．0

46 3，760 7．8 900 126．8 2，530 82 1，108 96．9 103．2

47 3，58G 7．3 1，073 151．1 3β20 7．7 1，G40 9α9 106．7

48 3，640 7．3 、ま，264 三，7＆0 3，220 73 王，137 99．4 13L2

49 3，520 7．9 1，430 201．4 3，310 6．0　　　　1，313 114．8 169．7

50 3，470 7．5 1，920 270．4 3，230 6．2 玉，760 153．8 180．3

51 3，700 2．1 2，213 311．7 3，480 4．9 2，150 187．9 187．1

52 3，，650 7．8 2，648 373．0 3，430 該当草種なし

注）資料：　北海道畜産統計、北海道市町村別作物統計、北海道農＝畜産物生藍費調査



町27戸、中標津町30戸、別海町30戸の計181戸、回収利用率39％）澄よ

び聴取り実態調査18戸（6町村各3戸）に依拠した。調査対象としては各町村の

代表的集落を選定した。乳牛頭数、土地面積、乳：量は各町村の平均もしくはそれ以上

の集落であり、全体的に草地造成の段階から草地更新や草地改良を志向する段階に

移行してきている農家群が多い。

　第4表によって対象農家の概況をみると、多頭化にともない飼料作面積を拡大し

ている事例が多い。また多頭化とともに年聞搾乳牛1頭当り乳量も高くなっている

事例が多い。保有労働力と飼料作面積との問には弱い正の相関がみられる。これら

から、保有労働力が多い場合は、多頭化は規模拡大を促すこと、多頭化段階のちが

いは一定、生産力水準のちがいとしてあらわれていることが示唆される。

　　（1）　多頭化、規模拡大と草地利用

　ここでは多頭化や規模拡大などと草地利用との関連を明らかにする。土地利用の

第4表　対象農家の概況　（昭稲52年）
（単位：戸）

成　　　　　牛　　　　頭　　　　数

20頭未満 20～29 30～39 40～49 50頭以上
列　計

3人未満 7 11 11 9 4 42労働力

3人以上 2 11 11 4 1 29

2α0融未満 5 2
… 一 一

7

20．0～29，9 2 12 4 1
一 19

飼料作面積

3α0～39．9 2 6 7 5
一 20

40．0～49，9 一
2 7 5 2 三6

50．04α以上 一 ｝
4 2 3 9

5，000k2未満 3 7 8 2
一 20年記り

ﾔ一乳
?頭量
綷^

5，000～5，990 5 14 12 6 4 41

6，000晦以上 1　　　王 1 2 5 1 三〇

行　　　　　計 9 22 22 13 5 71

注）　1）経営の各条件指標の平均値を示す。

　　　　労働力2．6人、成牛頭数32頭、総頭数59頭、飼料作面積34．5無草地32．5融

　　　　年間搾乳牛1頭当り乳量5，100確

　　2）各条件指標の相関関係で有意なものを示す（有意水準5％）

　　　　労働力と飼料作面積（0．272）、成牛頭数と1頭当り乳量（0．331）、

　　　　成牛頭数と飼料作爾積（0．658）
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高度化を前述のとうり理解するならば、草地利用について次の側面に建業しなけれ

ばならない。まず、採草か放牧かという草地の利用形態に関わる側面である。採草

利用は冬期飼料を確保する意味で重要であるが、放牧利用に比べて所要労働：量が多

く、牧転当醐働部？したがって利用離化の勲らは課草利腔放牧利

用の結合の仕：方が問題となる。第二は草地利用：方式に関わる側面であり、草地更新

状況とか草地の播種後経過年数で間接的に示される。草地更新については従来、草

地の短期更新は草地の維持管理技術の低さを示すものとして、草地の維持年限の増

大が草地の高度利用につながるという見解もある。このことは生産力的に高度な草

地利用と経済的な葦地利用が短期的には整合しないことがあることを一面で示唆す

る。しかし、本稿では経営の生産力の発展と結びついた意味での草地更新を考慮す

るものである。さらにそのなかで経済的な草地利用や草地更新のあり方を問うとい

う考え方を採用している。こうした草地更新はとくに土地生産性（牧草反収）の増

大と結びついていることはいうまでもない。

　以上のような草地利用の側面と多頭化などとの関係をみたのが第5表ω、②であ

る。

　まず、草地の利用形態については、飼料作面積と牧草反収を固定したとき、TD

N要求量の増加に対して採草利足率の増加という利用の集約化の対応はみられない。

逆に乳牛飼養条件を固定したもとで飼料作面積を増加させた場含も同様である。こ

れは採草利用が機械・施設の装備・利用条件や土地条件などに規定されることをう

かがわせる。たとえば、規模拡大は一層の高能率な収穫作業の体系化を促がし、、

そうした作業体系を組織することで収穫適期内での採草利用がすすむ可能性を示唆

している。なお、採草放牧兼用地は規模拡大による変化は採草専用利用や放牧利用

に比べて少なく、経営的な位置づけはここでは明らかにできない。

　二つめに草地利用方式に関わって草地の経年化の程度をみると、経過年数と労働

力1入当り飼料作面積とに正の相関、搾乳牛1頭当り乳量や牧草反収とに負の相関

がみられる。成牛換算1頭当り面積とは相関はみられない。したがって、草地の経

年化は単に面積が頭数に対して少ないために澄こっているというよりも、乳量や牧

草反収に結果的に示されるように経営の生産力や規模拡大にともなう労働力利用、

さらに機械装備・利用の条件と関係があると推察される（経営の生産力と結びつい

ていることは昨年度に赴いても指摘された）。蓬た経年化の程度は利用形態によっ

てもことなり、採草利用率が高まるほど草地の若年化がみられる。

　三つめに、利用形態や経年化とも関連するが牧草反収については、飼料作面積を
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第5表（1）　乳牛飼養、土地面積と草地利用　（単純相関係数）

利用形態別草地 ⑫φ囁
崇n平均

採草地
うち採草

齬p地
うち放牧

痘p地
放　　三

齬p地

経過年数

@（年）

牧草平均

ｽ　　収

@（k多）

乳　牛　成　換　頭　数　　（頭） G．500蘇 0．493擦 0，032 0，401罧 0，043 0，197

乳　　牛　　成　　　牛　　（頭） 0．561罧 0．528柵 0，062 0．451罧 一〇．003 0，169

搾乳牛1頭当り乳量　　（k2） 0，25餅 0，115 0，158 一〇、012 一〇．375罧 0．2250

飼　料　作　蘭　積　　（kの 0．852誓美 0．679蘇 0，216 0．653罧 0，125 0，058

労働力1人当り飼料作面積（融／声） 0．539罧 0．484料 0，082 0．502於普 　　0O，211 0，149

二二ユ頭当り飼料作面積（紅／頭） 0．447罧 α251醤 0，219 0．284辮 α歪00 一α037

公共草地　預託率　　（％） 0，113 一〇．058 0，177 一〇．161 　　◎黶Z．212 一〇．012

草地平均経過年数　　（年） 一〇．050 0，035 一〇．088 0，405罧
一 一

牧　草　平　均　反　収　　（kの 0，159 一〇．017 0ほ84 一α150 　　o黹ｿ21王
一

「　　　平　　　　　　　均 2玉．4 13．7 7．7 11ユ 6．7 3．7

変　動　係　数　（％） 40．8 60．9 107．3 56．5 33．2
　　…
P9．7

注）　1）　。印…有意水準10％、箭…5％、於暑＿1％

　　2）利用構成と経営条件との相関関係で有意なものを示す。

　　　　採草利用率と搾乳牛1頭当り乳量0．301弊、草地経過年数一〇，381蘇

　　　　放牧利用率と公共草地預託率一α2婆3苦、このほかに当然のことながら、

　　　　放牧利用率と搾乳牛王頭当り乳量と草地年数とは採草利用率の場合と逆

　　　　の関係がみられる。

　　3）　利用形態別草地の平均経過年数は採草地5．6年、　放牧地6。8年　（採

　　　草、放牧両形態をもつ農家66戸の場合）

　　4）利用形態別牧草反収は採草専用地3．8トン／反、採草放牧兼用地3．5、

　　　放牧専用地3．6となっている。

固定したとき、TDN要求量の増加に対して反収増加という対応はみられない。こ

のことは反収が何らかの経営条件に規制されているために、乳牛飼養状況に応じて

容易に対応しにくいことをうかがわせる。また乳牛飼養を所与として飼料作面積と

の相関はみられず、規模拡大にともなって反収が維持、増舶するか減少するかは何

らかの経営条件と関わっていることを示している。これらの推察は後ほどの分析で

明らかにする。

　最後に、採草利用率の増加、草地の若年化、牧草反収という草地高度利用の側面

が互いに結びついた構造となっているのがほぼよみとれるQ

　以上をとうして、多頭化に対応するかたちで採草利用率の増加や草地の早期更新

という草地利用の方向は必ずしもとれないこと、反収増加という方向についても何

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一36一
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第5表②　乳牛飼養、土地面積と草地利用（偏相関係数）

固定要因
採草地面積

うち採草専

p地面積
うち放牧兼

p地面積
放牧専用

n面積
草地平均

o過年数
牧草平均
ｽ　　　収

成牛頭数、搾乳牛1頭当乳量 飼　　料　作　面　　積 0，779蘇 α519菅「涛 0．238「涛 0．536罧 0，176 一〇．069

〃 労働力1人当り飼料作面積 0．303曽 0．304菅 0，077 0．353今← α220 0，100

飼　料　作　　面　　積 成　　牛　　頭　　　数 0，003 0，147 一〇，109 0，038 0．i　14 0，174

〃 T　D　聾　要　求　量 0，020 0，156 一〇．106 0，049 一〇．039 0，184

牧　草　平　均　反　収 成町1頭当り飼料作面積 0．459蘇 0．251鋳 0，230 0．282誉 0．G　94

『
牧草平均反収、飼料作面積 T　D　N　要　求　量 一〇，019 G，017 一〇443 0，099 一〇．099

一
成換1頭当り飼料作面積 労働力三人当り飼料作面積 0．446隷 0．434今←苦 一〇．001 0．4荏5鼎 0，188 α177

〃 採　　草　　利　　用　　率
一 一 一 一

一〇397蘇 0，225

注）　各要因と採草利用率、採草専用利用率、放牧利用率との偏相関係数は有意とはいえない。



らかの経営条件に規制されているために同様であること。このような結果、多頭化

にともなう飼料基盤拡大への要求は土地面積の拡大に依存する傾向にあることが判

る。

　しかし、規模拡大をしたからといって採草利用率や反収の低下は澄きていない。

つまり、飼料不足への対応を契機として規模拡大がなされたとしても、そうした規

模拡大にもとつく利用の規定条件の変化に：よって、草地利用の高度化は一定維持な

いしは拡大される可能性を示しているといえよう。蜜た、こうした規模拡大によっ

て、みてきたように多頭化をつうじて経営の生産力がある範囲に澄いて高まる可能

性があることが指摘されるのである。では草地利用高度化の規定条件は何か、それ

らの条件はどのような機構で規定しているのかを聴取り実態調査によって考察する。

　　（2）　草地高度利用の規定機構

　第6表に実態調査農家の概況を示した。調査農家は原則として配表調査集落の農

家（1宕戸）とした。各集落に診ける農家の位置は2事例が先進的農家であり、他

は集落の澄おむね代表的な農家である。

　頭数増加は規模拡大と結びついているとみれる（18戸平均の農地面積42．3加

以上の農家は多頭数農家に多い）。労働力は過半数の農家が雇用に依存し、作業委

託も2戸ある。機械・施設の装備については、頭数拡大とともに、壕然ながら、パ

イプライン、バーンクリーナ等省力施設・機械の導入がみられる。一部にはミルキ

ングパーラーやスラリーストアという大型装備もみられる。トラクターは集団的な

機械利用をしている鶴居村を除けば、殆どが個人所有であるG

　　　①　草地利用の現状

　これまでみてきたように、多頭化は土地規模の拡大をともなっていた。また多頭

化にともない牛舎への省力施設・機械化が進んでいる。さらに先にみたように多頭

化にともなって1頭当り乳量も一定高まる傾向にある。これらのことから、多頭化

は規模拡大と結びつくことによって、労働力や機械・施設の装備・利用の高度化を

一層要求し、生産力や経営組織を変化させる動囲となる。そして、草地利用はこう

した変化とも関連すると考えられる。したがって、以下では現状に於ける多頭化段

階を区分し、草地利用をみていく。

　第7表（1）、（2）は土地利嗣、とくに草地利用の概況を示したものである。それによ

ると、まず、草地利用形態については、採草放牧兼用を含む採草利用は階層でちが

いがみられないが（少頭数層平均61，3％、多頭数層66，5％）、採草専用利用率

はちがいがみられる（少頭数層52，6％、多頭数層36．8％）。先の配表調査によ

　　　　　　　　　　　　　　　　　一38一
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第6表　調査農家の概況　　（昭和52年）

労　　　働　　　力 利用農地㈹ 乳牛頭数（頭〉 サイ　ロ町村名

農家

ﾔ号
家族ひQ

未利用地

@　（鋤

パイプ

宴Cン

i年1

ノく一ン

Nリーナ

i年）

トラクター

{機所有
@　（台）

備　　　考

基幹 補助
雇用労働力（人日） 計

うち

崇n
総頭数 成牛 基数

⑨ 3 0 夏実習生1人 28．9 22．5 11．1 50 36 タワー 3 （…） （…） 5聴。鶴居村

⑩ 2 0 ビート収穫50人日 2L5 19．5 12．0 45 20 タワー 3 なし なし ％o

④ 3 0
一 28．4 24．0 5つ 71 35 タワー 4 （…） （…） 5．60

⑮ 3 1 タイヒ散；布委託 37．2 32．7 29．8 70 40 タワー
pソカー

苧

なし （50） 2 集霧ライン
浜中町

⑱ 2 0
｝ 50．1 48．9 2三．7 67 42 タワー 2 （…） （…） 2 スラリーストア

⑤ 4 0
乾草20　βコーン収幽5人日

59．3 53．8 一 92 55 タワー
pソカー

釜

（45） （…） 2

◎ 1 2 夏季実習生2人 29．9 29．9 10．0 50～51 34 タワー 1 （…） （…） 1、1／勺弟子屈町

⑨、 2 0
一 39．8 38．8 3．0 40 20 タワー 2 なし なし 1

E 4 0 ルタバカ播種収穫6人 46．0 45．3 24．8 48 30 タワー 3 なし なし 王

⑭ 4 0 スラリー委託 39．0 39．0 2．9 45 25 タワー 3 なし なし 2標津町

⑯ 2 0
一 33．0 33．0 一

62 26 タワー 2 （48） なし 2
53年バーンクリーナー

㊥ 3 0 学生アルバイト4人 50．5 50．5 一
60 27 タワー 4 （…） （…） 1

一㊥ 2 0 ビート9人日
｣草、サイレージ7人日 62．5 60．0 3．9 76 40 パソカー 1 （…） （…） 3中標津町

② 2 1 ビート移植　25人欝 39．8 38．0 1．0 51～56 36
ダワー
gレンチ

｝

（50） なし 3
53年バーンクリーナー

⑥ 3 1 1番刈乾草20人日 48．2 48．2 7．6 77 37 タワー 1 （46） （52） 3

⑪ 2 0
一 5L4 51．4 16．4 89 43 糊『レ・

シ嘲ノ輪ラー フリース

gール
3 スラリーストア別海斑

① 2 0 夏実習生2人 35．0 35．0 2．0 59 26 バンカー 1 （…） （…） 1

① 2 0 夏実習生2入 54．G 54．0 一
64 29 スチーソレ

C’
1 （…） なし 3

注）1）「…」は以下の表で「不明」を示すが、本生はパイプライン、バーンクリーナが装備されているが、導入年次が不明であることを示して

　　　　いる。「一」は「なし」を示す。

　　2）農家記号は、アンケート分析で利用している農家を数字で、利用していない農家をアルファベットで示した。

　　　◎⑤農家はアンケート対象富家である・



第7表（1）土地利用の概況

含

1

草地利用面積　（⑭ 利上構成　（％） 牧草新播面積　（殉成牛換算
P頭当り
迫ｿ作面
ﾏ（砂頭）

飼　料　畑

＝@通　畑

@　　（泥α）
採草

うち採

瑞齬p

放　牧

黶@用
採　草

うち採

瑞齬p

放　牧

黶@用

牧草は
囃嘯U
mw（％） 昭和

T1年 52年 53年

牧　草

ｽ　収
iトン／反）

⑩ 0．64 ビート2．0 15．5 8．0 4．0 79．5 4LO 20．5 』56．4 …
5．0

一
3．0

◎ 0．71
｝

17．9 15．9 12．0 57．9 53．2 40．1 ■　冒　● 2．6
…

2．0 ●　●　・

⑯ 0．75
『

20．7 20．7 12．3 62．7 62．7 37．3 61．5 3．3 6．G 2．0 3．0～4．0

① 0．83
『

25．0 16．0 10．0 70窪 45．7 29．9 74．3 ｝ 翻 ｝
2．3（二四換算）

⑭ 1．11
『

25．7 24．4 133 65．9 62．6 34．1 65．4 …
4．6

…
2・6（　〃　）

⑤ 1．33 ノレタバカLO 28．3 24．3 1α5 72．9 62．6 27．1 ．　o　，

一
2．0 5．8 2．8

⑤ 1．18 ルタバカ0，7 21．8 21．8 23．5 48．1 48．1 51．9 70．2 一
8．8

一
○　曹　の

㊨ ユ．三6

一 3α0 22．5 20．5 59．4 44．6 40．6 80．2 2．5 7．5
…

2．7

① 1．16
一

34．0 28．0 20．0 63．0 51．9 37．0 74．1 3．0
㎜

3．0 3．0

④ 0．54
ビートL1メン　コーン3．3

15．4 123 8．6 64．2 51．3 35．8 緊　6　● 1．5
一 ｝ 4．0～4．5

⑨ α67
ビート1．5一ン　コーン4．9

11．0 11．0 11．5 48．9 48．9 51．1 13ユ 一
8．6

一 3，0～3．5

⑮ 0．67
ゲントコーン3．2　1．3

17．3 7．6 15．4 52．9 23．2 47ユ 60．0 …
4．2 2．8 4．0～5．0

⑤ 0．85 ピー卦1．8 27．0 18．2 圭1，0 7L1 47．9 28．9 84．2 ～
L8 2．8 3．5～3．8

35
@頭　以　上

⑥ 0．85
『

30．6 1婆．4 17．6 63．5 29．9 36．5 ，　．　， 3．0 1．0 2．5 2．8

⑱ 0．92 カブL8 30．5 16．0 18．4 62．4 32．7 37．6 71．6 4．4 2．5 3．2 4．0

⑪ 0．78
一

35．5 11．0 15．9 69．1 21．4 30．9 ，　o　零 2．8 3．6 3．6 5．o以上

⑧ 0．81 デソトコーン5．5 48．8 14．0 5．0 90．7 26．0 9．3 59．1 あり 6．5 2．0 4．5

1．03 ビート2。5 35．7 35．7 243 59．5 59．5 40．5 6α7 5．0 3．3
一

3．5

注）　農家は各階層毎に農地の小規模順に配列した。
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第7衷（2）土地利用の概況（草地更新）

昭和51年 52年 53年
面積㊥・時期 面積卑φ・時期・前作 面積㊧・時期・前作

［　　　　僻碁考　：　昭和　5　1　～5　3　無

@　における草地造成面積頓φ

⑩ 2．0・轡・ビート、3．0・6／末・採草 一
51年　1．5　、　5　3年7月　　（予定）

◎ 2．6… 一 2，0・6／15・放牧 一

⑮ 3．3春 3．3・春・採草、2．7・春・放牧 2，G・5／20・放牧 ｝

① 　
？〈播種したが来利用〉 一 一

⑭ ｝
4．6・5／下・採草 一 一

⑤ 一 1．0・春・放牧、1．0・春・ルタパカ 4．3・春・放牧・採草、1．5・春・放牧 51年1，3

⑪ 一 8．3・5月…、0．5…ルタパカ 一 一

⑱ 2．5… 7．5・5月・放牧 一 53年2．5

① 3．0… 一 3．0・6／下・採草 ｝

④ 1．5・春
一 ｝ 51年L1、53年5．0

⑨ 一 6．5・8／18・購入、2．1…デソトコーソ ｝ 51年3．2、52年1．5

⑮ 一 2．7・春・デソトコーソ、1．5・春・ノ」耕カフ 1，5・5月・デソトコーソ、1．3・5月・小岩井カブ 53年8．6（53年購入）

⑥ 一
圭．8…　ビート 1，0…採草、L8…ビート 一

35

⑥ 3．0・6月 1，0・5月、採草地 25・5月・採草 52年2．6、53年1．1（8月予定）

⑱ 4．4… 2．5・5／下・：放牧 3，2．・5月・採草、5．1．（予定）●採草 一

⑪ 2。8・6月 3．6・轡・放牧 3．6・β／27・新山採草 一

⑨ ？£（み・・ 6，5・6／中・… 2．0…採草 52年造成地あり

㊥ 5．o、3／ヒ 3．3・5／下・ビート 一 一



ってみた場合とほぼ同様の結果であるが、少頭数層の方が採草利用のなかでも採草

専用化がすすむことがある程度指摘される。土地面積規模自体との関係は明確には

よみとれない。

　草地の経年化ないしは草地更新の側面については、とくに多頭三層に論いて草地

更新が継続的に実施されているのが明確によみとられる。しかし、更新の方式や時

期二三的なち榔はよみと撤課

　牧草反収については多頭数層の方が高くなっていることが明確によみとれる（こ

の傾向は先の分析では明確にはいえなかった）。

　以上、草地利用の高度化は階層間でちがいがあることが指摘された。ただし、こ

こでは高度化の実態を生産物単位当り費用価にまで立入ってみることは資料的にで

きない。

　つぎに、このような草地利用を規定する条件とその規定の機構を明らかにしたい。

先にふれたとうり、草地利用の高度化は労働力、土地、機械・施設の量的質的条件

とともに、労働力や機械がどう利用され、圃場作業がどう遂行されているかという

ことと密接に関わると考えられる。また経営の生産力水準や経済的再生産条件との

関わりも考えられよう。

　　　②　労働力条件と草地利用

　酪農経営に知ける多頭化、規模拡大は必然的に所要労働量の増加をもたらす可能

性がある。規模拡大、省力機械化によって反当労働時間が減少したとしても総労働

時間は増加することがあり、さらに労働の強度の増大をともなう場合がある。近年、

。うした傾向がある。とが締さ紅い課ま蝉地鯛喋約化も腰労働量の

増加を要求することになるが、その場合、～層の省力機械化をすすめるか働き手を

ふやさなければ草地利用の集約化は妨げられるであろう。

　そこで、労働力1人当り農地面積と草地利用形態澄よび牧草反収との関連をみた

が（表示は省略）、明確な関連は指摘できない。牧草収穫作業の農家間のちがいを

考慮した場合でも同様である。したがって、この結果は、たとえ労働力負担面積が

大きくなったとしても、1臼当り労働時間の延長などにもとつぐ家族総労働旧聞の

増大によって採草利用や牧草反収を一定確保していることを推察させる。この意味

で労働力の条件は草地利用を直接規制するというよりも、一定の草地利用を確保す

るために農家は労働時間の延長で対応しているといえる。このような対応が農畏の

懸醜をひき就していることもすでに指摘さ紅い譜

　　　③　土地条件と草地利用

　　　　　　　　　　　　　　　　　一娃2一



　ここでは、土地条件とは土地の質的条件をいう。経営に誇ける土地条件のちがい

は生産力を左右する条件として作用し、また土地利用の選択可能性を制限するとい

う作用をもっている。第8表によると、つぎのことが指摘できる。

　表によれば、土地の物理的齢よび所有の条件と草地利用は密接に関わっている。

まず、利用形態との関連についてとび地については、その圃場が牛舎から遠ざかる

ほど採草利用、とりわけ乾草利用が主体となっている。乾草はサイレージに比べて

養分損失をうけやすく、そのためにとび地ではその損失の危険負担が大きくなる。

にもかかわらず乾草収穫という形をとるのは、後掲第9表に示したように、機械利

用、収穫作業順序のあり：方と関連があるためと推察される。すなわち、1番刈は天

候との関係からサイレージ作業から開始されるが、2番草を放牧利用するという理

由で、あるいは牛舎付近には早生品種が播種されているために、殆どの農家では牛

舎付近の圃場から収穫作業が遂行されることと関係がある。したがって圃場分散は

機械の効率利用への規制をとうして採草収穫形態を制限するといえよう。傾斜地、

湿地については放牧専用利用が多くなっている。しかし、傾斜地であってもとび地

である場合は乾草利鞘となっている。借地については、とび地、湿地などの不良な

条件とあわぜて乾草利用が多い。つぎに、草地の経年化と圃場分散との関連につい

ては明らかではない。以上から、ここではとくに土地条件が草地利用を規制し、ま

たその機械利用への規制をとうして生産力的にも影響を与えることが明らかとなっ

た。土地生産性との関連にはふれえない。な於、ここでは現状土地条件と頭数階層

とは関連がみられない。しかし、多頭化や規模拡大によって労働力の利用や労働手

段の装備・利用の高度化の必要性が増え、さらにその実現によって草地利用の集約

化、草地の肥培管理の集約化や労働手段利用の効率的が一層求められるようになる。

そうした要求は土地条件の改善を経営内的に要請していくことになろう。この点に

ついては、後ほど土地利用高度化の計画性を検討するなかで明らかになる。

　　　④　機械利用澄よび作業編成と草地利用

　ここでは機械利用や作業編成のあり方と草地利用高度化との関連をみる。第9表

は牧：草収穫作業、第10表は草地の維持管理作業の実態を示したものである。表に

よりつぎのことが指摘される。

　まず、とくにサイレージ作業における機械利用体系の階層間でのちがいである。

1作業編成については、両階層、両作業体系（C、MC）ともに共同利用、共同作業

がみられるが、多頭数層の：方がより高能率で予乾サイレージ調整爾の機械利用の体

系（MC）を採用している。このことが労働能率の向上、良質サイレージ生産を可

　　　　　　　　　　　　　　　　　　一43一



1

心
み

第8表　土地条件と草地利用

土　地　　条　件　　別　　面　　積　　と　利　　用　形　　態 とび地の牧草播種後年数

と　　　　び　　　　地

1～3，0K田 3．1～6，0Km 6．1K磁～
傾　斜　地 湿　　　地 借　　　地 1～3．OK阻 3．1～6．OKm 6．1㎞）

⑩

◎
　£α3．5　　　　　｝｛一｝｛ …

⑮ 8，評s田 11～12年

① ・践翻
　融7．O　　H一｝｛ 一部あり（とび地）　　　　　張｛一難

一部あり放牧、S雨放
　　　　距hX・（と伽）慧頭 　4年、驕@り… ●　●　．

⑭
　見α
Q．O　　　　H－H 2。0（湿地）　H－H

⑤

⑨ ・・＜津創」 ・・＜二二 9，0放牧 4～6 1年、暗昏・・

⑱ …〈翻 ，　の　・

…－

@ 4，0　　S－S …＜§唱 …＜翻 2αo（と伽盈く昌
15～16 4 4～6（造劫

④ 2．6　　｝｛一H 3．9　放牧 ま部4護り…

⑨ 3．2　　H－H 1．6　　H一銭
3．2（とび地）H卜羅1．5三枚

2 1

⑮ 3．O　　H一｝｛ 2．2放牧 4

⑥

35

⑥ 14、4　H一一H 一部あり　放牧 『4．4（とび地）H＋H 6

⑱ 6．2珪一猛
P．3小岩井カブ

7．4　　】臣一R o　・　◎ 7～8

⑭ 5．0育成放牧 三1．O　H－H 高高（と高邑 1Lo（とび地）臣琵 1部3、残り・・ o　辱　○

一⑤
8．0　　　… 5．0放牧 1～4

…r

…＜翻 一部（とび地）B囲H
晶部5、残り　　、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
注）　利用形態のうち、Sはサイレージ利用、Hは乾草利用、　S－Hは1番華がサイレージ2番草が乾草利用であることを示す。
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第9表　牧草収穫作業の実態

採草専用地の収穫形態飼 刈　　　取　　　時　　　期 サイレージ収穫調 乾草収穫調輿．

1　　番　　刈 2　　番　　刈 ，機械

サイロ

e積
i㎡）

採草1番刈の圃腸作業順序の

??S－S S－H その他 サイレージ 乾　　草 サイレージ 乾　　草 利用
作業編成

騨利用

作業編成

⑩ 3．0 2．0 3．0 ％～％ 協～鰯 骸7 殊～殊 MC 6戸共問 A 6戸共同 388 利用組織で決定
◎ ｝ 7．5 8．4 ％～％8 ％4～航。 一 ％0～1％5 C 4戸共同 A 個別 262 牛舎に近いところがらする

⑯ 一 14．7 0．0 ％～協 一 一 ％～… C 3戸共同 A 〃 326 學禦嗜の鶴鋸翻から

① 一 2．0 王4．0 ㌔～％7 ％8～％ ｝
％2～1レ！0 C 個別 A 〃 694 審鑑灘瞭鰭鴇2．

＠ 一 13．8 10．6 ％～％5 レ｝6～勉 一 9廟～王協 C 〃 A・ 〃 260 牛舎に近いところがらする。

⑤ 一噛 243 ％～％o ％o～殊 ｝ ％o～殊 C 〃 A 〃 310 重藤麟薩瞥嶽ちr
⑧ 7．0

一 14．8 ％～協 ㌔～％o
解」　　1 7騒 C 〃 A 〃 108 草生をみながらする。

⑱ 皿 17．5 5．0 ％～㌔ 協～％1 一 骸G～r辱 C 2戸共同 A 〃 744
オーチヤードが多い下金周辺よりする。

① 4ρ以上 24．φ以下 レ1～鰯 o　o　．
％5－」（1在 MC 個別 A 〃 485 o　”　．

④ 一
6．8 5．5 ％～％2 ％～肱 　 ％」睦 MC 8戸共同 A、B 5戸共同 467 利用組織で決定

⑨ 皿
3．1 7．9 o　・　・ g　o　， ．　o　　甲 骨　・　・ MC ・・�､同 o　，　D 嘆声共同 798 ●　●　o

⑮ ㎜
4．6 3．0 ％～％2 ％6～肱1 一 ％～脇 MC 欄別 B 個別 675

草生をみてする。放牧を考え、とび　は　と

⑪ 4．1 H－S
P2．3

1．8 協～％ 協～矯 ％～殊 C 〃 A 〃 39 善灘縷竃象霧よ・牛

⑥ 一 一 14．4 ％～％1 痂～％1 一 ％～族 MC 〃 B 〃 453 議纏繁秀1瞥欝・轄

⑱ 一 一 16．0 鰯～協 ％・～殊 ％5～族 MC 2戸共同 B ” 170 簸飛語勇2らする・

⑪ 一． 一 11．0 o　●　■ ●　○　． ●　．　o o　．　， MC 欄別 ，　D　」 ●　o　． 9　・　o 讐奮の2忠霊丁丁か

⑧ ｝ 14．0 咋～協 聯～殊 一 蘇～％ MC 〃 B 個別 6？6 議鑑量鎚繭亀。
㊥ … 2α01157 ％～臨 ％6～殊 肱6～殊 C 〃 A 〃

（トンう900

o　，　・

注）　1）牧草収穫～運搬体系については以下のとうりQ

　　　　oサイレージ　C：チョッパーーワゴソまたはトラック

　　　　　　　　　　MC：モアコソデショナーてロードワゴン
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　フオレージハーベスターワゴソまたはトラック

　　　　O乾草　　　A：そ一アーテッターーレーキーベーラーーワゴソまたはトラック
　　　　　　　　　　　B：モァコソデショナーーテッターーレーキーべ一ラーーワゴンまたはトラック

2）㊦館のサイ曜この慰48寵2の

　トレンチサイロがある。



第10表　草地維持管理作業の実態

堆　厩　肥　散　布 尿　散　布 土壌改良資材散布

利　用　機　械

@　（台数）
作業i編成

［バキュームカー

@　（台数）

利　用　機　械

@　（台数）

備考：53年

ｱ入（予定も含む）

@械（台数）

⑩ ファームワゴン　◎／20 5戸共同 ％o ライムソーア　％o

◎ ”　　　　　　　　1 ・　●　． p　o　富 陰　，　骨 ブロードキャスタ　　1

⑮ 〃　　　　　　　　1 個別 1 ブロードキャスタ　　1 ファームワゴン　　　　1

① 〃　　　　　　　　1 3戸共同 ％ ”　　　　　　　　1

⑭ マニアスプレツダー借入 零　ウ　● 共有のスラリー ライムソーア　　　共同

⑪ ファームワゴン　　　　1 個別 ．　●　・ ブμ一ドキャスタ　1／≧ 　　　　　ぐvアームワコソ1

⑧ 〃　　　　　　　　1 〃 o　，　レ 〃　　　　　　　　　　　　　曹・・

⑱ 　　　　o　　　　　　　　　　　　“
}ニアスフレヅター　　1 ” ○　，　匿 ライムソーア　　　　　1

①
スラリーポンプ　　　1　　　　　0　　　　　　　　　　　　“スラリースフレッター…・

〃

一
●　●　虞 スラリーポンプ

④ ．　・　， ・　o　， ，　o　o ■　●　● o　，　●

⑨ ■　，　， ●　，　ウ 畢　「　・ 9　．　， ，　，　・

⑮ ファームワゴン借入 委託 1 ライムソーア　　　　　1

uロードキャスタ　　1

㊦ 〃　　　　　　　　1 個別 1／8 ブロードキャスタ　　1 ライムソーアレも

⑥ 〃　　　　　　　　正 〃 1／8
ライムソーア　　　　　1

uロードキ　スタ　　1

⑱ スラリーポンプ　　　1
Xラリースプレッダー1

〃

一 ライムソーア　　　　　1 スラリーインジェクター

⑪ スラリーポンプ　鍾2
Xラリースプレッダー…

．　o　．

一 ブロードキャスタ　　1 ブロードキャスタ1．

⑧ ファームワゴン　　　　1 個別 ●　・　． ライムソーア　　　　　1 矧＝競。露
⑬ 〃　　　　　　　　1 〃 1

，　，　◎

注）1）作業組織について、尿散布は⑩以外は棚1作業が大半である。

　　　　土壌改三塁散布についても⑩（5戸共同）以外は個別牒である。

　　2）堆厩肥散布機の標準作業能率は、マニァスプレッダー3t3，3時聞／釦、スラリースプレッダー

　　　　（2．00GZ）1，28、スラリースプレッダー（4．000Z）0．67となっている。

　　　　ファームワゴンとマニァスプレッダーの比較はトラクターの馬力や利用体系によってことなるた

　　　めに一概にいえないQ土壌改良斉」散布について、ブロードキャスタ200～400Z（粉）

　　　　1．10時間／傷α、ライムソーア320Z1，56、ライムソーア850ZO．92と大差はないQ

一46一



能とするだけでなく、土地面積の拡大をともなっても牧草反収や採草利用率を一定

確保する：方向に機能していることが理解される。ただし、1番刈作業が適期内収穫

となっているかについては、根釧地域に齢ける1番刈標準適期（6，月中旬～7月中

旬）と比較すると、とくに乾草生産に刈遅れが指摘できる。

　第二に、このようなサイレージ収穫調整の作業体系も現状では様々な形をとって

いることであ課列＿ジ作業体系醗営的碇乱ているかどうか．飯。う

した高性能な機械化に対してどのような作業編成によって効率的に対応していくか

が適期収穫、すなわち草地の高度利用と関わって重要となる。そういう点からみて、

乾草収穫調整が個別作業主体であることと刈遅れとの関連も推察しうる。

　つぎに草地の維持管理作業についてみる。表によると、利用機械と作業組織に階

層間で若干ちがいがみられ、そのちがいが第11表にみるように、：施肥管理の面積

の上にあらわれている。具体的には堆厩肥散布については、多頭数層の方が省力的

なスラリー体系の導入ないしは導入予定がみられること、またファームワゴンの利

用に導いては個別作業なり委託作業のかたちをとっている。土壌改良資材散布につ

いては、少頭数層はライムソーアなりブロードキヤスタを共岡利用しているが、多

頭数層は所有台数の増加と個別利用で対応している。あまり明確なちがいとしては

よみとれないが、こうしたちがいは散布面積の大小としては明確にあらわれている。

多頭数層に幽いては、施肥管理の集約化とその集約化を可能にする機械装備によっ

て、さらにはそうした草地の維持管理機械・施設の装備の高度化が収穫機械装備・

利用の高度化と体系的に結びつくことによって牧草反収を高めていると考えられる

のである。ただし、表示はしていないが、他方で葦地への施肥管理は土地条件の規

制をうけていることもみのがせない。とくに、とび地では堆厩肥や尿の散布は殆ど

みられないことを付加して澄く。

　　　⑤　経営の生産力水準と草地利用

　第12表に生産力の結果指標として搾乳牛1頭当り乳量を、収益性として農業所

得を示した。これまでみてきたような階層問に築ける生産力的な特徴は、結果とし

て生産性や収益性に反映されているのがよみとれる。このような生産力の水準は草

地利用と相互規定的な関係にあることが把握される。配表調査や実態調査にもとつ

く分析からうかがえたように、とくに、土地利用方式と関わる草地更新は経営の生

産力と相互関連がみられる。したがって、更新は更新時の飼料不足を生ずるために

制限されるというよりも、そうした飼料不足をもたらすような草地利用、とくに粗

飼料の安定的通年給与を可能とするような採草利用のあり方や反収水準に、さらに

　　　　　　　　　　　　　　　　　　一47一
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第11表　草地維持管理の作業面積と時期

堆　　陵　　肥　　散　　布 尿　　　散　　　布 土壌改良鵠鞠8：：：武事み

51年秋 52年 51年秋 52年 51年秋 52年
薪播地採草地放牧地 薪播地採草地放牧地 計 放牧地回草地 放牧地採草地 計 編地隊草地睡槻 新播糾採草地放牧地 計

⑩ 5．0£α　　　一
　　　んα一　　6．0秋　　一

6．0 「　”　・

　兇α　　　　α
S。0春　2．0秋

　α
U．0 　αT．0　　　　　＿ 　αU．0秋 aヂ

　一

一 一　　5．5春秋2．5秋 8．0 o■， 5．0 5．0

一 一 一

⑮ 6．0　　　　　一 『 一
幽　辱　■ 2．4春秋 2．4

『
2．7春　　　＿＿ 2．7

① 曾　●　●

一一 @　　7．0秋 7．0 ●　●　o

一　6．0秋
6．0 ．　，　r

｝ 一

⑭ 曜・． 4．6　　　14．0　　5．4 24．0 ○　●　， 4．6 4．6 ●　●　● 4．6　　　6．0　　　　一 10．6

⑤ 1．0　　　　　｝ ｝　　　2，0　　　｝ 2．0 一 4．0 4．0 「　o　孕 2．0⑮1．3秋3、0秋 6．3

⑤ 新播 にあり、他は不明
，　．　曜 ，　．　■ ，　，　． ・　辱　◆ o　●　・ 8．3　　　　　＿ 8．3

⑱ ■　・　ひ ．　匿　噸 o　o　巳 ●　，　● 尋　・　・ 「　，　， ．　，　○ 7．5　　　　　＿ 7．3

⑦ ◆　・　o o　o　o ．50 ・　◎　， ・　璽　■ o■甲 ，　●　・
．．． ○　，　，

④ o　●　● ・　9　． o　・　・ ・　・　噛 ●　●　o ■　幽　騨
▽，尋 ●　◎　，

⑨ ・　o　，

親播地　5．9時期不明
5．9 ・　「　P 4．6春秋 4．6 ．　．　■ 1，0　　　　　　＿ 1．0

⑮ ｝ 4．2春　　　一 4．2 4．6 一　　4．6秋 4．6 二丁8

42 ﾐ7石，驚、， 34．0

㊦ ・　◆　， 7．4　　　2．0 9．4 一 3．5 3．5
▼．「

　　　　　　　、一
黶@6．o⑮　一 6．0

⑥ 一　　　　7．5　　　　一 2．5秋 F2．5
．　o　o 5．0 5．0 ◎　　… 1．0春6．5⑪10．0一 17．5

⑱ ・　・　o

34．2　スラリー
34．2 響　9　， スラリー ．●●

『
全圃場48．9春 48．9

⑧ ，緊， 3．6　　　31．8スラリー 35．4 一 スラリー ・　，　謄

｝

　16．915．011．0　493．6　　　　’

151．4

⑧ o　●　○ 16．0春秋 16．0 一　3．o春秋 3．0 50　約1◎② 21．0

⑬ 3．3　　　　　　…
；　　　　　　　　　　　鱒．

9　●　， o　●　6 ・　6　■ 曾．．
，　・　● 33　　　　… ・　．　幽

注）◎潭鞭籍にタソカ・レ、溶リソ散布あり・⑭まスラリ委託あり・⑪瀬斜地の騨地に堆翻騰布・

　　①は53年スラリー利用。⑪は15．0舳こ轍カル、翻ソ散摘りo



経営の生産力に規定されるといえよう。また草地更新の必要経費は草地の生産機能

を回復するための取替費周の性格をもつが、その費用は経済的再生産のなかで確保

される必要がある。そのいみで継続的な草地更新は経済的再生産の条件にも制約さ

れ碧

　以上、草利利用高度化が規定されるしくみをより開確にするかたちで考察してき

旋。ここで利用高度化の問題を整理し、次の分析の橋わたしとする。

　多頭化にともなう面積規模の拡大には草地利用や経営の生産力を高める契機が内

在している。すなわち、多頭化、規模拡大は、省力化への対応を一層強く要求して

くるが、草地の更新（早起～播種）、維持管理、収穫過程に澄ける機械の装備・利

用や牛舎の粗飼料貯蔵、糞尿処理施設装備の体系的な高度化が実現される場合には、

採草利用率の維持や牧草反収の維持、増加を一定もたらしている。しかし、適期収

穫となグているかについては問題が指摘され、そのこととも関連するが、多頭数詞．

では採草専用利用率は若干、減少してい

るQまた土地利用方式にかかわる草地更

新は、前述の機械の装備・利用との関連

のほかに、経営の生産力と相互規定的な

関係にある。さらに土地の質的（とくに

物理的、所有）条件は草地の利用形態や

草地の維持管理、収穫作業を規制してい

る。それは機械の効率的利用を規制する

ことにもなる。また草地酪農では多頭化、

規模拡大によって労働力がネックとなる

可能性が常に存在していることに注意を

要する。現状では労働力が草地利用を規

定するというより、総労働量を増加させ

つつ、一層の労働手段装備・利用の高度

化と結びつきながら、採草利用率や牧草

反収を維持しているといえる。

　以上から、草地利用の高度化の問題は

基本的には経営の生産力の拡大と相互に

関連しているといえる。とくに省力機械

・施設の体系的な装備・利用のあり方に
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第12表　生産性、収益性　　（昭和52年度）

搾乳隼1頭当り

N間乳量
農業所得

⑩

（㎏／頭）

T，400

（万円）

T60
◎ 4，000 358
⑮ 5，300 200
① 5，200 530
⑭ 4，400 350
⑤ 5，900 450
⑨ 5，100 61

⑱ 5，600 550
① 6，100

④ 5，000 396
⑨ 4β00 402
⑮ 6，500 943
⑤ 5，200 560

35
@頭　以　上

⑥ 5，600 1500
⑱ 6，000 650
⑨ 6，000 1260
③ 5，600 叢100

⑯ 5，600 960



直接的には規定される。しかし、そのような機械利用が効率的に機能するためには

能率的な作業編成と土地条件の整備が必要となる。労働力条件は草地利用を直接的

には規制しないが、大型機械・施設の利絹と結びついて、生産力の安定的拡大を規

定することになり、草地利用の高度化を規定する。その関連に診いても現状での労

働過重は重要な問題である。この点については、採草利絹と放牧利用の結合の仕方

も問われてくると考えられる。

3．土地利用高度化の計画牲

　1）草地利用の評価と現状改善計画

　ここではこれ蜜で考察してきた草地利用高度化の実態に対して農家は現状葦地利

用をどう受けとめているのか。また、旧地利用を合理的なものにしようとするとき、

酪農経営に澄ける諸条件の動的、組織的な連関性をどう把握しているか。さらに、

現状草地利用問題に対する現状改善的な計画性（対策決定）はどのようなものかを

考察していく。

　まず、現状草地利用に対する農家の受けとめ方はどうか。それは利用の問題状況．

や経営条件のちがいを反映しているのかどうかをみる。ここでは主に草：地利用の問

題状況を主として牧草反収と草地の経過年数で結果的にとらえ、竣た草地によるT

D醤自給率も考慮した。ただし乳量水準との関連ではτD餌自給率のもつ意味がこ

となってぐることに注意して訟く必要があろう。

　第13表は草地利溺の問題状況と現在の乳牛飼養からみた草地利用の評価との関

係をみたものである。それによ参、以下のことが指摘されよう。

　第一に、同じような利用問題状況に対する受けとめ方にちがいがみられることで

ある。　「今の利用が最適」とみる評価は相対的に問題状況が小さい農家に、「よく

わからない」という評価はとくに少頭数階層で問題状況がよ参大きい農家にみられ

るが、とくに「今の利用で間に合う」という評価と「改善を要する」という評価に

ついて、そのちがいが指摘できる。階屡差はみられないが、例えば、低反収・高年

数・低TD醤自給率にもかかわらず、「今の利絹で間に合う」とする事例と「改善

を要する」とする事例が約同数みられる。しかも前者の事例はその評価の約1／4を

構成し、後者の事例はその評価の約1／3を占めている。このような結果は、まず計

画主体の問題認識段階に澄いてちがいが存在することを示し、また乳牛飼養とかか

わらせて土地利用をみた場合、牧草反収の低さ、草地の経年化、草地τ分興自給率

というものが農家の問題評価指標として常識的には作用していないことを示すもの
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第13表　草地利用の問題状況と現状草地利用についての農家の評価

現在　の乳牛飼養か　ら　みた　草地　利用　の簿領
⑦ ④ ⑰ ㊤ ㊧

　　　　　利胴誌面

?用聞題

ｼ収、経過年数）

列　　　計
草地？DN密給率80％未満のもの

今の用脚が

ﾅ適

今の利嗣で

ﾔに合う
改善を要する

よくわから

ﾈい
そ　の他

⑦ ④ ㊥ ㊤ 計

3．5トソ未満・6年以上 娃 4 2 10　（23．8） 4 3 7

〃　　・6年鎌満 1 1 2 4　（9，6） 1 1 2 4

成牛35頭未満

3．5トソ以上・6年以上 6 11 2 19　（45、2） 5 5

〃　　・6年未満 1 2 6 9　（21．4） 1 1

小　　　計 1（2、3） 13（31．0） 22（52．4） 6（14．3） 篠2　（100，0） 5 10 2 17

3，5トソ深満・6年以上 2 2 1 5　（17．2） 2 2 4

”　　・6年未満 2 2　（7．0） 1 1
35

ｪ以上

3．5トソ以上・6年以上 1 6 7 1 15　（5L7） 1 3 1 5

”　　・6年未満 2 5 7　（24．1） 1 3 4

小　　　計 1（3．4） 12（4L4） 14（48．5） 1（3．4） 1（3．4） 29　（100．0） 1 7 6 14

3．5トソ来満・6年以上 6＜24．0＞ 6＜16．7＞ 2 15＜21．1＞ 6 5 11

”　　・6年未満 3＜12、G＞ 1＜2．7＞ 2 6〈8．5＞ 2 1 2 5

3，5トソ以上・6年以上 1 12〈4＆0＞ 18〈50．0＞ 3 34＜47．9＞ 1 3 6 10

〃　　・6年未満 1 4＜凪。＞ 11＜3α6＞ 16＜22，5＞ 1 4 5

行　　　計 2 25＜鵬0＞ 36＜1（織0＞ 7 1 71＜三〇〇，o＞ 王 12 16 2 31

飼料作面高
35，0ん昧満

R5。0融以上

11 718 24

P2

43

1

36

R5

参　考　蓑

成牛頭数階履 草地反収 草地経過年数 TD藤自給寮 利絹問題区分 搾乳牛1頭当り馬丁 飼料作闘積
カイ2粟廃炉 2．6971 6．0911 0．5424 1．1378 5．0170 3．6564 8．9438　＊

注）　1）　（　）および〈　〉は構成比（％）

　　2）⑦～㊧の訴緬と利用問題区分、経営条件との関係を参考蓑に示した。

　　　　利用問題区分は「3．5トソ未満・6年以上」、「3．5トソ未満・6年身魂かまたは3．5トソ以上・6年以上」、

　　　　梯乳牛1頭当り年聞乳貴は5100㎏（平均）飼料作颪積は35£αで区分したo

r3．5トソ以上・6年朱満」に墜区分、



と考えられる。こうして利罵の客観的問題状況と評価にギャップのある事例がある

ことを認めざるをえない。

　第二に、その受けとめ方に反映されている経営条件については、統計的検定によ

れば、飼料作面積と草地利用評価に関連がみられる。すなわち、飼料作面積が大き

いほど「今の利用で間に合う」という評価事例が多くなる。また危険率約10％で

は反収と土地利絹評価に関連がみられるが、低反収の事例ほど「今の利用で間に合

う」とされている。

　第三に、こうした利爾評価のちがいの背後にある草地高度利用への累積的指向性

についてである。とくに草地経年化の存在する事例と利用評価との関係は、頭数階

層間ではちがいがあまりみられない（6年以上農家の構成比は35頭未満35．7％

35頭以上は91。0％）。しかし、低反収・高年数、低反収・若年数、高反収・高

年数、高反収・若年数という順に、相薄的に問題発生が緩慢になるほど、「今の利

用で間に合う」事例に対し「改善を要する」事例が多くみられ、問題状況の少ない

階層ほど、経営を累積的に改善していこうとする指向が強くなることがよみとられ

る。このことは、いいかえれば草地利用計画が乳牛飼養に対してもつ考え方の短期

性、長期性のちがいを示すものといえよう。

　次に、農家は現在の草地利用をもっと合理的に利用しようとするとき、どういう

ことを考慮する必要があると考えているか、つまり、現実農家の草地利爾の合理性

の判断基準をみる。このことを考慮することによって、草地利用高度化に対する認

識内容を謡えられるだけでなく、先の草地利用の現状評価にみた農家間のちがいは

草地の合理的利用に関する判断基準のちがいによるものかどうかも検証可能となる

からである。第14表（1）～（4）では成牛階層、草地利用の問題状況、草地利用の現状

評価などと利用の合理性の判断基準との関係をみたものである。ここでは原則とし

て7つの質問項目から3つを同時に選択させるアンケートの方法を採用した。表か

ら以下のことが指摘される。

　第～に、現在の草地利用をより合理的なものにするためには「反収増加」が必要

と考えているのが最も多く、以下「土地条件の改善」、「畜舎施設の改善」、「機

械利用方式の改善」、　「機械の導入」、　「その他」、　「働き手の増加」め順に少な

くなる。土地条件の改善や機械の装備・利用の改善を反収増加と同時に考慮してい

るかどうかは経営条件によってことなるが殆どの農家は諸条件の組織的な連関性を

もって草地の高度利用を計画する必要があることを認識しているといえる（この点

に関して、「反収増加」か「土地条件の改善」のみをかがげる事例は4戸にすぎな
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第ユ4表（1）草地利用の問題状況と草地利用の合理性の判断基準
（単位：戸）

「反収増加」と「土地条件

ﾌ改善」を考慮
「反収増加」を考慮 「土地条件の改善」を考慮：

　　　　利用の合理性基準

?用の問題状況

上記の他に
驩�ﾌ灘入」
ﾜたは「機滅

?用方式の改
P」を考慮

小　　計

上記の他に
驫Bの導入」
ﾜたは「機械

?用方式の改
P」を考慮

小　　計

．上記の他に
P機械の導入」

ﾜたは門門
?用方式の改

ﾓを考慮

小　　計

その他 「機械の漂

?」または
u機械利用

緖ｮの改善

�l慮

列　　　計

3．5トソ未満・6年以上 1 2 6 7 1 7 10

〃　　・6年未満 1 2 2 1 2 4

成牛35頭未満

3．5トソ以上・6年以上 4 9 5 7 1 3 10 19

〃　　・6年未満 3 4 2 3 1 2 6 9

小　　　計 8 16（38，1） 15 19（45．2） 2 7（16．7） 25（59．5） 42（10α0）

3，5トソ未繭・6年以上 3 4 1 1 4 5

〃　　・6年未満 1 2 1 235
ｪ以上

3．5トソ以上・6年以上 2 9 2 4 1 2 5 15

〃　　・6年未満 3． 2 2 1 1 1 4 7

小　　　計 6 18（62．1） 5 7（24．1） 2 3（1α3） 1 14（48．3） 29（100ρ）

3．5トソ未満・6年以上 4 6＜互7．6＞ 7 8＜30．8＞ 1＜10．0＞ 11 15

”　・6年未満 1 3〈8．9＞ 2 2＜　7，7＞ 1＜1α0＞ 3 6

3，5トソ以上・6年以上 6 18＜152．9＞ 7 11〈42．3＞ 2 5〈50．0＞ 15 34

〃　・6年未満 3 7＜20，6＞ 4 5〈19．2＞ 2 3〈30．0＞ 1 10 16

行　　　計 14 34〈1000＞ 20
｛　26〈100◎〉

4 10〈100n＞ 1 39 71

草地獅N自給率80％未満 11 13〈3＆2＞ 10 14＜53．8＞ 1 4〈40．G＞ 22 31

注）1）　（　）および〈　〉は構成比（％）

　　2）延回答数は「反収増加」60戸、「土地条件の改善」44、

　　　　「畜舎施設の改善」38、「その他j11となっている。

「機械の導入」20、「機械利用方式の改善」22戸、「働き手の増加j5、
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第14袋（2）　草地利用の現状評価と白地利用の合理性の判断基準
（単位　戸）

「反収増加」と「土地条件

ﾌ改謝を考慮
「反収増加」を考慮 「土地条件の改善」を考慮：　　　　利用の合理性基準

?用の現状評価

上記の他に

驫Bの導入」

ﾜたは「機械

?用方式の改

P」を考慮

小　　計

上記の他に

E械の導入」

ﾜたは「機械

?用方式の改

P」を考慮

小　　計

上記の他に

驫Bの導入」

ﾜたは「機械

?用方式の改

P」を考慮

小　　計

その他 「機械の遵

?」かまた

ﾍ「機械利

p方式の改

P」を考慮

列　　　計

⑦ 1 1 1 1

④ 1 4 4 6 1 4 6 王4

成牛35頭未満

㊥ 4 8 8 10 1 3 13 21

㊤ 2 3 3 3 5 6

小　　　計 8 16 15 19 2 7 25
　　　　…
S2

⑦ 1 1 1 1

④ 3 8 1 2 1 1 5 12

㊥ 3 8 3 4 2 2 8 14
35

ｪ以上

㊤ 1 1

⑳ 1 1

小　　　計 6 18 5 7 2 3 1 1喋 29

⑦ 1 1 1 1 2 2

④ 4 12（46．2） 5 8（30，8） 1 5（19．2） 1 10 26（10α0）

㊥ 7 16（45．7） 11 14（40，0） 3 5（14，3） 21 35（10α0）

㊧ 2 4 3 3 5 7

㊧ 1 1 1

行　　　　　計 14 34 20 26 4 10 1 39 71

注） （　）は構成比（％）
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第14表㈲　草地利用の合理性判断基準の内容

（単位：戸）

反　　収　　増　　加 土地条件の改善 機械　の遵入
機械利用方式

ﾌ改善
畜金施設の

?善
　　　　　判断基準

@　　　判断基準の
@　　　　　　内容利用の

@問題状況

草地更新

ﾖ　　　作

堆厩肥投入、

?良資材
{肥の合理化

湿地

?良

傾　斜

n、起
囂C正

圃　場

ﾌ集積

面　積

ﾌ拡大

耕起
ｮ地用
?業機

施肥
ﾇ　理
?業機

播種、

X新用
?業機

牧草
絈n調
ｮ用作
ﾆ機

共同利用の

?善、促進
サイロ

　｛
oーン
Nリー
i、堆
?盤、

A溜

3．5トソ未満・6年以上 5 3 1 1 2 1 1

〃　　・6年未満 1 1 1

成牛35頭未満

3．5トソ以上・6年以上 8 4 3 2 3 4 2 2

〃　　・6年未満 4 3 1 2 2 1 2

小　　　計 18〈42．9＞ 1主く26．2 3 3 6 2 1 1 6 3 2 4

3．5トソ未満・6年以上 3 2 1 1 1 王 2

”　　・6年未満 1 1 1 1 135

ｪ以上

3．5トソ以上・6年以上 5 8 1 2 2 1 1 2 5 2

〃　　・6年未満 4 3 1 2 1 2 3 1

小　　　計 14＜48．3＞ 14＜48．3 2 2 2 3 5 2 3 5 7 4

3．5トソ未満・6年以上 8＜53．3＞ 5〈333 1 1 1 1 1 3 1

〃　　・6年未満 2＜333＞ 2＜33．3 1 1

3，5トソ以上・6年以上 14＜41．2＞ 2〈353 4 4 3 2 1 1 4 2

”　　・6年未満 8〈50．0＞ 6〈37。5 1 3 2 1 2 1 2 5

32 25 5 5 8 2 4 5 3 9 8 9 8

計
（53．3） （4L7） （11．4） （1ま．4） （圭＆2） （4．5） （2α0） （25G） （15．0） 忽50） （36，4） （23．7） （2至．1）

注）　（　）は各判断基準の延戸数に対する構成比（％）で、〈〉は各回遜状況の事例数に対する構成比であるQ



第14表（4）各層性聞の関係（ヵイ2乗検定）

「反収の増加」と「

y地条件の改善」を

ｯ時に考慮するもの

ﾆ、どちらかを考慮

ｷるものによる区分

「機械の導入」かま

ｽは、「機械利用方

ｮの改善」の少くと

煦齦福�l慮するも

ﾌと、それ以外のも

ﾌによる区分

成牛頭数階層 X2－4．6王33於 0．9456

反　　　　収 0．6827 1．7064

経過　年数 一 『
TDN自給率 1．0221 6．7285苦甚

利用問題状況 0．8462 4．0888

⑦、④、◎、＠
『 5．5306

注）利用問題状況の階層区分は

　　「反収3．5トソ未満・6年以上」、「3．5トソ未満・

　6年未満かまたは3．5トソ以上・6年以上」、「3，5ト

　ソ以上・6年未満」の三つである。その他は前衰で示さ

　れた区分にしたがった。

第二に、

い）。このことは、利用の現状評

価と問題状況にギャップがある事

例を抽出してみても裏付げられる。

すなわち、低反収・高年数・低T

DN自給率にあって「今の利用で

間に合う」と評価する事例8戸に

論いて、「反収増加」か「土地条

件の改善」の少なくとも一方を考

慮するにとどまる事例は1戸にす

ぎない。したがって、利用の聞題

状況と利用の現状評価とのギャッ

プは草地の合理的利用に対する偏

よった考え方に起因するものでは

ないといえる。

　　　　　「反収増加」と「土地条件の改善」の考慮の仕方に経営条件と関連がみ

られることである。多頭数階層は少頭数階層に比べて「反収増加」と「土地条件の

改善」の同時的考慮が強ぐみられることが統計的にもいえる。この結果は、土地条

件の改善は多頭化、規模拡大によって、草地利用の高度化が要請されてくるにとも

ない、相対的に強い経営内的要求として計画（対策決定）にあらわれることを示し

て論り、規模拡大、土地利用の高度化と土地改良の相互関係について示唆を与える

であろう。他方、少頭数の段階では、土地条件の改善が「問題」として考慮される

のではなく、むしろ土地条件を制約条件として設定し、その制約条件下で「反収増
加」が計画（対策決定）の際の問題として翻拠理されるのであ譜

　第三に、「機械の導入」ないしは「機械利用方式の改善」の考慮の仕方は頭数階

層ではちがいがみられないが、TDN自給率と関連がみられることが統計的にも確

認できる。度数の表示は略したが、自給率の低い農家ほどそれを考慮する考えが多

くみられるのである。このことは自給率の向上にとって高能率機械の装備とその合

理的利用が必要な条件として位置づけられていることを示し、この点は先にみた土

地利用の実態分析から引きだされた論理と整合するといえる。

　第四に、草地の合理的利用に関する具体的内容についてである。第14表（3）では

回答のあるもののうち事例数の多いものを表示した。それによると、「反収増加」

の方法として「草地更新や輪作」をあげる事例がその判断基準の過半数を占め、次
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いで「堆厩肥・土壌改良資材投入や施肥の合理化」をあげる事例が多い。これらの

内容の頭数階層間でのちがいはよみとれないが、利用の問題状況との関連では若干

の特徴がみられる。すなわち、「草地更新・輪作」については利用の問題状況を反

映した結果となっているが、高反収グループでは経年化が著しくなくとも、低反収

のそのグループと比べてその方法が草地利用の高度化のなかにより大きく位置づけ

られている。　「堆厩肥・土壌改良資材投入や施肥の合理化」については特徴はみら

れない。『

　な細、「反収増加」に関して、これらの方法の前提として土襲診断の体制整備を

あげている事例が2戸あることに注意して短きたい。「土地条件の改善」について

は「分散圃場の集積」を草地の合理的利用の要件とする事例が多くなっているが、

これは裏返せぱ機械の効率利用が草地の高度利用と深くかかわることを示している。

「機械の導入」については牧草収穫調整用作業機の導入を（とくにサイレージ作業

）考える事例が多い。また「機械利用方式の改善」については「共同利用の改善、

促進」を考える事例が最も多い。この考えは高反収グループの方が低反収グループ

よりも多くみられるのが特徴であり、このことは共同利用の指向と生産力との関係

を考察する場合に、ひとつの示唆を塚えるものと考えられる。　「畜舎施設の改善」

についてはサイロと糞尿処理施設を対象とする事例が多くみられる。

　以上、農家は草地の合理的利用ということをどう考えているかをみたが、その考

え方には経営条件のちがいが反映されているが、草地利用を合理的にするために経

営諸条件の改善を組織的、連関的に考えている農家が殆どであることが把握された。

　次に、草地の利用問題の発生状況とそのうけとめ方とにギャップが存在しないと

しても、計画過程のひとつである現状改善的な対策決定はどのようなものか、つ蓑

り現状改善的計画の具体性、実行可能性等を考察する必要がある。計画は単なる願

望とは区別されるためである。そこで現在の乳牛飼養からみて草地利用の改善を要

する場含（第13表回答◎の36事例）についてそれをみたのが第15表（1）、（2）で

ある。それにより以下のことが指摘される。

　封ず、対策の具体性については、「収量」という嫡母的表現にとど蓬り、収量増

大のための対策が明確にあげられていない事例、「草地改良」という場合の内容が

不明な事例が数事例みられる。しかし、この回答事例をもって対策の具体性欠如と

速断することはできない。改善内容があげられておらず、かつ対策の実行を欠く⑱

番農家を除けば、殆どの農家は何らかの対策の具体性をもっているとみなしてよい

であろう。
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第15表（1） 現状草地利用の「改善を要する」と考えている農家の改

善対象と内容（成功35頭未満層）

改善対象と内容　　（　）は53年実施の内容草地りPDN

ｩ給率80
梼髢

農家番号
採草専用地 放牧専用地 兼用　地

飼料作物畑
i牧草以外）

延i合計

○ ⑪ 収量（更鷲） 収：量、草種 収量 繍・（十一

○ ⑯ 草改 二郎 草改（草改）
反収

R．5

gソ

k

経過

Q6年以上

⑭ ○メ臨童 櫨．欄）

○ ⑫ 収量

（小計）

P1　（7）

籍
一　〇

⑯ 丁丁騰藩ず 驚機灘） 2　（2）

○ ③ 収量　　（CP）

○ ⑥ 面稜拡フ底CP）

⑫ 更新、CP@　　（CP）

⑭ 古血 草改　（CP） 舌感

⑳ 更薪 更薪 更新 除草方法
6年

○ ⑳ 更薪 聯イヒ、尿） 更薪（更新） （更新）

○ ⑱ チタン｡下 テ知?竪

3．5

gソ

ﾈ上

⑯ 二二霊宝） 面積拡大

○ ⑲ 面諭拡大 （CP）

⑯ 滝壷
更新によるコーン作付

⑱ 草露 古謡 草改

（小計）

Q4（11）

⑤ ○　　（CP） ○　　（CP） ○　　（CP） ○　　（CP）

㎜

⑬ ○　　（CP） ○　　（作付）

⑩ 丁丁幌み）
6年

⑲ 手蔓　（CP）

○ ⑳ 収量　　（CP） 収量　　（CP）

⑩ 利腰撫与）

（小計）

P玉（11）

収　　量 3 2 2 7

4　　（1） 6 3　　（1） 13　（2）

石灰、ヨーリソ
1　　（4） （8） （2） （1） 1（15）

改善内容

ﾆ実施内

eの件数
草地更新 4　　（1） 2　　q） 2　　（1） （1） 8　（4）

面積拡大 2 2 3　　（3） 7　（3）

その他 1　　（1） 3　　（4） 1 5　（4）

延　　合　　計 16　　（7） 18　　（13） 8　　（4） 6　　（5） 48　（29）
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第15表（2） 現状草地利用の「改善を要する」と考えている農家の改

善対象と内容（成牛35頭以上層）

改善対象と内容　　　（　）は53年実施の内容？DN
ｩ給率

W0％
??

農家

ﾔ号 採草専用地 放牧専用地 兼　用　地
飼料作物畑
i牧草以外）

延合計

○ ＠ 闇汁　　（CP） 草改　　（CP） 草改　　（CP）3．5

gン

J
6年

○ ⑯ 更籍　　（更新） 排水　（晒ぎょ） CP

（小計）

U　（5）

⑳ 草改 草改

⑳ 更薪、CP 更薪、CP 更薪、CP

○ ⑳ 辮鱗 縢i昌昌
草改、収鍛、スラリー利用、心

@　　　（CP）土破砕

コーン、ルタパカ

?付
6年

ﾈ上

⑳ ○

⑱ 更新 更親 更薪 更薪

⑲ 六十六二

3．5

gソ

ﾈ上

⑪ 轍 草改 草野 コーン作付

（小計）

Q9　（3）

○ ⑨ 更新

⑱ 草種、更新 草種　（草種）
6年

｢満

○ ⑲ 収貴 収最　　（CP） 収貴 灘購／共同

⑳ 更新　（更薪） 更新　（更親） 畑野　（更薪）

○ ㊥ 更薪、CP（CP） 更薪

（小計）

P4（7）

収　　最 2 1 2 5

草地改良 4　　（1） 3 3 ioα）

石灰、舅一ウソ
2　　　（2） 1　　（2） 2　　（2） 5　（6）

改善内容

ﾆ実施内

eの件数

草地更薪 5　　　（3） 5　　（1） 4　　（1） 1 15　（5）

面積拡大 3　　（1） 3（1）

その他 3　　（1） 4　　（1） 3　　（1） 10　（3）

延　　合　　計 17　　　（7） 14　　（4） 14　　（4） 4　　（1） 49　（16）

注）　1）　「cp」は「石灰・ヨーリソ散布」を示し、「草改」とは草地改良を示す。

　　　2）対策内容の○印は改善内容が無圓答であることを示す。
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　第二に、対策の対象と内容には成牛階層間でウエイトのちがいがみられることで

ある。少頭数層は多頭数層に比べて採草放牧兼用地に対する対策決定が少ないこと

である。また対策の内容構成についても頭数階層間でちがいがみられ、少頭数層では

事例数の多い順に「草地改良」、　「草地更新」、　「面積拡大」、　「収量増加」とな

るのに対し、多頭気層では「草地更新」、「草地改良」　「その他（起伏修正、心土

破砕、暗きょ排水などの土地条件の改善・整備などが主）」があげられている。こ

れらの点は、これまで分析してきたように成牛階層のちがいに集約される経営構造

のちがいを反映したものであり、多頭数層の方にゑいて草地利用の高度化をはかる

長期的な対策が相対的に多くたてられているとみなされる。

　第三に、利用の問題発生状況と改善対策の整合性をみると、少頭数層では低反収

　高年数の問題状況にあるが、とくに草地更新という対策がみられない事例（⑭、

⑫農家）や高反収・高年数にあるが葦地更新が対策としてたてられず、むしろ面積

拡大を指向する事例がみられる（③、⑥、⑳、⑲農家）。他方、多頭数層では、高

反収・高年数の問題に対して草地更新が対策としてたてられていない事例が1戸み

られる（⑳農家）。ただし、ここでは「草地更新」を直接かかげていなくても、そ

の部分的代替手殺である「草地改良」をかかげている事例を除いている。以上から

すれば少頭数層に澄いて対策決定に利用問題状況との不整合性がより多くみられる

のである。しかし、こうした計画性の側面と経営構造を関連させた検討には今の段

階では立入らない。

　第四に、かかげた対策に対する実行可能性についてである。まず対策延件数に対

して53年に実施した件数の割合は少頭数層が60％、多頭数回が33％となって

いる。これは多頭二二の方が先にみたとうり、「草地更新」や「土地条件の改善」

など草地利用の高度化に対してより長期的な対策をたてているためでもある。しか

し、これを長期的土地利用の問題、長期的意思決定の問題として処理するのではな

くて、そういう長期的な視点にたった計画が実施されず、現状改善的対策とし℃機

能していないような経営の構造や計画を規制する土地所有と利用をめぐる関係が問

われる必要があろう。対策の実行可能性については、さらに両成牛階層はそれぞれ

対策内容に特徴をもちつつも、ともに、3．5トン以上層に診いては利用問題状況が

少ない若年数グループの方が高年数グループよりも対策の実施率が高いことがうか

がえる。すなわち、成牛階層を問わず、同一反収層に知いては、利用問題状況と対

策実施率に二三関連性がみられる。

　以上、現状改善対策の具体性、現状利用問題との整合性、実行可能性を検討した
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が、その結果、問題と対策が整合的でない事例が数事例、また対策が整合的であっ

ても実施の段階で、実施にふみきれない事例が約半数みられた。この点については

実施できない対策をたてるということではなく、利用の問題状況にあった対策を実

施できないということが現状改善的な計画問題としてあると指摘されるのである。

　2）経営の目標形成と目標達成経路に澄ける計画性

　ここでは経営の目標形成はどうであるか、また目標にむけて自らの経営を発展さ

せていくという観点からみて草地利用をどう計画しているか、そこに土地利用方式

の確立がどう指向されているかを考察する。

　まず目標の内容をみたのが第16表である。計画期間は今後5年と設定した。表

によれば、第一に心々階層を問わず、多頭化、規模拡大、1頭当り乳：量増加、牧草

反収増加が同時的に計画されている。そして、目標反収はそれぞれ利用問題状況に

あった設定となっている。ただし、目標水準を6．0トン以上とし、現状反収との差

が2，0トン～3．8トンにまで及ぶ水準に設定している事例が6事例みられる（⑥、

⑲、⑳、⑬、⑪、魯番農家）。この事例は根釧地域に澄ける現行技術での反収限界

を越えていると判断され血判可能性醐われるであろ囎難他の事例にしても

目標反収への到達については、過去の地域的反収推移を考慮すれば、規模拡大のな

かでの草地生産性を高める対策決定の緊急性、重要性が要請されてくることが指摘

される。第二は、目標設定の難易性についてである。事例では、目標反収が設定さ

れていない事例が7戸（⑲、⑳、⑪、⑫、⑭、⑳、⑰番：農家）あり、目標農用地が

設定されていない事例が6戸（⑲、⑫、⑳、⑰、魯、⑳番農家）みられる。この結

果は、規模拡大については土地所有と貸借に：澄げる予測と経営内部による自主的対

応の困難性を示し、反収については、経営内部条件の改善予測の困難性を示唆する

ものとして意味が深い。すなわち、誌面過程、とくに対策決定の前段階をなす目標

形成に関し、規模拡大と草地生産性の予測を規制する条件として、経営内部、外部

条件とその相互関係の重要性が示唆されるのである。以上をとう七て、目標設定の

仕方について、目標水準は現在の経営状況、草地利用問題状況を反映したものとな

っているが、反収においては一部にその実現可能性が問われる事例がある。また、

反収と農用地については目標設定の難易性があることが把握された。

　次に、たとえ目標のたて方に問題がない事例であったとしても、その目標への到

達手順としてのプロセス計画が問題となる。そこで次に、目標到達へのプロセスに

於ける草地利用高度化の対策決定をみようとしたのが第17表である。それによる
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1

爵

第16表今後5年後の目標形成

今　　後　　　5　　年　　後　　　の　　自　　標　　　値

牧　　草　　反　　収成　牛頭数

@　　　⑳

成鳥換算頭数

@　　　圃

年間搾乳卑
ﾊ頭当り乳量
@　（k2／頭）

経営農用地

@　　⑯α）
水　　　準

@　　（トソ）

6．0トソ

ﾈ上向
無記入

@（戸）

3，5トソ未満・6年以上（10戸） 29 43．5 5，000 38．2 4．6 圭 ユ

〃　　　6年未満（4） 32 40．5 5，600 37．3 4．3 1

成牛35頭未満

3，5トソ以上・6年以上（19） 33 45．5 5，500 42．4 5．0 2 1

〃　　・6年未満（9） 31 43．0 6，100 37．5 4．8 2

小　　　　計　　（42） 32（＋7） 44．0（÷7．0） 翫500（＋600） 38．8（＋7．1） 4．8（＋1．2） 3 5

3．5トソ未満・6年以上（5） 49 63．5 6，200 51．6 4．5 1

〃　　・6年未満（2） 43 51．5 6，000 49．0 4．5
35

ｪ以上

3．5トソ以上・6年以上（15） 45 66．0 5，900 48．0 4．9 1

〃　　・6年未満（7） 45 58．5 6，200 46．8 5．3 2 1

小　　　計　　（29） 45（＋2） 63．0（＋6．0） ◎OGO（＋700） 4a4（＋4．4） 4．7（＋α9） 3 2

3，5トソ未満・6年以上 35 44．0 5，700 41．2 4．4 1 2

〃　　　・6年未満 36 50．5 5，4GO 43．0 4．6 1

3．5トソ以上・6年以上 36 49．5 6，100 41．8 5．1 3 1

〃　　　・6年未満 38 54．5 5，70◎ 46．4 50 2 3

合　　　　　　　計 37（＋5） 51．5（＋6，0） 5700（＋600） 42．9（十6．2） 4．8（＋1．1） 6 7

注）　1）各階層の平均領である目標値が記入のない場合はそれを除外して算出。

　　　2）合計の（　）は現状〈71戸平均〉との差を示す。



と以下のことが指摘されよう。唆ず、目標のたて方は具体的であっても対策がたて

られていない事例が8丸みられる。第二に、対策の件数や具体性に成牛階層や草地

利用の現状評価区分でちがいがみられることである。1戸当り対策件数は多頭数階

層の方に多く、具体的な対策や対策未設定の事例を考慮した対策の具体性は多頭数

階層の：方に多くみられる。また利用の現状評価との関連では、とくに「よくわから

ない」という評価と対策の具体性欠如との関連がみられる。第三に利用の現状と対

策内容との関連については、草地更新や輪作体系の確立については頭数階層間では

ちがいがみられないが、反収区分ではちがいがみられる。すなわち、高反収グルー

プの方ほど経営発展のためのプロセスとして草地利用方式の確立を大きく位置づけ

ているといえる。この結果は、草地の合理的利用に対する考え方と内容をみた場合

と整合する。また階層間のちがいはよみとれないが、』全体としては、現状改善的な

対策と比較して、土地の空間的、物理的条件の改善や機械の装備・利用の改善が一

履明示されていることがうかがえる。第四に、上にみた対策内容をもちつつも、目

標と対策内容の関係をみると、反収目標の高いグループは相対的に機械・施設の装

備・利用の改善を重視している。つまり高能率機械・施設利用の体系的高度化によ

る適期管理・収穫によって反収向上を計画しているのである。この対策は図標到達

への基盤条件として位置づけられると同時に、目標到達にはより組織的な対策の必

要性も示唆するものであろう。ただし、ここでの分析から目標設定は問題がないが、

対策決定に問題があると考えられる事例を抽出しにくい。

　ここで、最後に、これまでみてきた農家の計画過程の各側面を総合的に要約する

と、草地利用高度化の計画性は、現状草地利用のうけとめ：方、目標形成、現状改善

的あるいは目標達成的な対策決定という計画機能が整合的に遂行されているタイプ

と必ずしも遂行されているとはいえないタイプに類型化される。第18表には計画

作成が実態や目標と整合的でないもののうち典型事例を示した。表によれば、戸数

は多くはないが、慎重に判断しても農家の計画性にちがいがあることが明らかとな

った。また計画作成過程が草地利用の実態と整合的に遂行されていない事例は少頭

数層に多くみられることに注意して鉛きたい。

　さらに、これまでの考察を整理し、さらに農家の計画機能が実態と直下的に遂行す

る条件についてふれる。

　まず、牧草反収や草地経年化を指標にとってみた草地利用の問題に対してその草

地利用の評価にはちがいがある。そのうけとめのちがいは飼料作面積の大小と関連

がみられ、反収やTDN自給率という指標は、利用問題に対するうけとめの指標と
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れ
1

第17表経営発展経路における草地利用高度化の対策内容

草：　地　利　用　　の　改　善　　　（件） 利用の基盤条件の改善　（件）

収量増加 草地改良

石灰、ヨー

潟¥散布、

{肥の改善

草地更薪

ﾖ　　作

飼料作作付・給与の改

ﾝ

小計
土　　地

註ﾏ拡大

樹減・施設

部�E利用

ﾌ改善

土地物理的

�ﾔ条件の

?善

小計

その他

列計（件） 対策が

ﾝられ
ﾊ事例
i戸）

3．5トソ未満・6年以上 1 2 1 4 1 5 5

〃　　・6年未満 1 1 1 1 2 2

成牛35頭未満

3，5トソ以上・6年以上 2 1 1 4 1 9 3 1 4 2 15 11

”　　・6年未満 2 1 3 2 1 3 6 5

小　　　計 4 3 3 5 2 17 3 4 1 8 3 28 23

3．5トソ未満・6年以上 1 1 2 4 1 1 2 7 1

〃　　・6年未満 1 1 1 1 2 335

ｪ以上

3．5トソ以上・6年以上 2 3 5 1 11 1 2 3 6 3 20 4

〃　　・6年未満 1 1　　　　　　1 2 5 1 1 1 7 3

小　　　計 3 5　　　　　8 5 21 2 3 5 10 6 37 8

6年以上 1 2 1 1 3 8 1 1 3 12 6
3．5．トソ

｢　　満 6年未満 1 1 2 1 1 1 3 5 2

6年以上 4 1 4 9 2 20 1 5 4 10 5 35 153．5トソ

ﾈ　　上 6年未満 1 3 2 2 8 2 1 1 4 1 王3 7

行　　　　計 7 3 8 13 7 38 5 7 6 18 9 65 31

目標反収5．0トソ未満（20戸） 2 3 4 3 12 1 2 3 5 20 9

うち昌標農地50．040以上（8戸） 2 3 1 6 1 1 2 2 10 2

目標反収5．0トソ以上（44戸） 1　　4 3 5 9 4 25 3 7 4 14 4 43 17

うち自標農地5α0伽以上α9戸 2 3 3 4 1 13 2 E　　2 2 6 エ 20 7



第18表　農家の土地利用高度化の計画
　　　　　性の類型（典型事例）

闘題のうけ

ﾆめ、目標
ﾌたて方、

ﾎ策決定が
ﾀ態と整合

ｵないもの

目標のたて

福ﾆその対
�?定が具
ﾌ性がなく、

ｩっ実態と

ｮ合しない

烽ﾌ

自標に対す

髑ﾎ策決定

ｪ整合的で

ﾈいもの

3．5トソ乗込・6年以上 4 4 2

”　　・6年未満 2

成牛35頭未満

3，5トソ以上・6年以上 2 2

”　　・6年未満 2

3．5トソ沫満・6年以上 1

〃　　　6年床満

35

ｪ以上

3．5トソ以上・6年以上 1 1

〃　　・6年未満

計 5 10 6

注）対策決定と利用実態、目標との整創生についてはつぎのとうりで

　ある○
　対策が具体的で利用問題に対して利用高度化の対策をもっている

　　かどうかということで利用形態との関連をみた。

　　盛標形成との関連では、とくに呂標反収と現状反収との乖雄が

　大きいもの（2．0トソ以上）と目標反収が6トソを上測るものを

　　とりだし、それに対する対策決定が具体的であり、目標反収を指

　　向をする組織的な対策があるかどうかで判断した・

して機能していない。しかし、

このようなうけとめ方のちが

いは土地の合理的利用につい

ての考え方のちがいに起因す

るものではない。つまり、殆

どの農家は経営諸条件の組織

的な連関性をもって草地の合

理的利用ということを考えて

いる。しかし、具体的な諸条

件の考慮の仕方については頭

数階層でちがいがみられた。

多頭数層は「土地条件の改善

」が相対的に強い内的要求と

して土地合理的利用の対策の

中にあらわれてきているQ

　つぎに、現状草地利用のう

けとめ方が実態と整合してい

る事例について、利用の現状

改善的な対策をみると、殆ど

の農家は具体的対策をもって

診り、その対策も実態と整合

的である。しかし、対策の対

象や内容には階層間でウエイトのちがいがみられた。少頭数層では利用の実態を反

映して、採草放牧兼用地についての対策は相対的に少なくなっている。内容につい

ては、多頭数物の方が草地更薪や土地条件の改善を計画しているものが多い。少頭

数層でも客観的にはそれらの対策が必要であると考えられるが、対策としては表面

にでてこない。また計画された対策が1年以内に実行された事例は少ない。

　目標形成については、目標反収や規模が明確にたてられていなかったり、たてた

としても現状との乖離が大きい事例が約2軽みられた。ただし、たて方はそれぞれ

の経営状況が反映したものとなっている。

　目標への到達プロセスとしての草地利用高度化の計画性については、目標はたて

られていてもその対策がみられない事例が約1割ある。また対策の具体性や対策件
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数は多頭数層の方が多くみられた。寮た高反収のグループは低反収のグループに

比べて草地更新や輪作体系への指向が強く、計画の段階におい．ても、　草地生

産性の高唆りの中で、草地更新の対策決定がなされるという相互関連がみられる。

自記達成のための対策は現状改善的な対策に比べて±地の物理的条件の改善や機械

の装備・利用の改善を指向することが明示されている。すなわち、目標達成のため

のプロセス計画は、土地条件や機械の装備・利用の条件をまず改変することによっ

て、草地利用の高度化をはかろうとしている段階にあることを示すものである。

　以上のような結果をふまえると、草地利用の高度化を計画的にはかっていくには、

まず換地による分散圃場などの土地条件の改善や高能率機械装備・利用の改善が個

別経営の枠をこえてはかられる必要がある。つぎに、土壌診断が組織的におこな

われ、農家は一層草地の諸状況を正確に把握される必要があろう。そして、土地利

用の高度化をはかる長期的計画なりプ一山ス計画を組織的にたてていく必要が示唆

される。この点、従来の農家や関係機関の計画は目標を重視しすぎる目標計画に診

わるのが多かったように思われる。今後、土地利用の高度化を計画的にすすめてい

くためには、土地利用が経営において規定されるしくみを把握することによって、

土地利用高度化の方向と方法や手順が個々の経営の枠をこえて、具体的に：明示され

る必要があるといえよう。

4。まとめと今後の課題

　酪農経営に診ける土地利用高度化の計画性を、土地利用とくに草地利用の実態把

握をふまえて、明らかにしてきた。その結果、農家の土地利用高度化の計画性は、

利用の実態のうけとめ方、邑標のたて方、利用高度化のための対策決定について様

々なレベルがあることが把握されたQ相対的に深刻な草地利用の問題をかかえなが

ら、草地利用の高度化を計画的にはかろうとする事例も少数ながらある。また計画

作成と経営条件との関連もみられた。今後、土地条件や機械の装備・利用条件の改

善を組織的にはかりながら、土壌診断やプ・セス計画をたてて、草地利用高度化の

方向や手順を明示していくことが必要になると考えられる。

　以上の考察の結果、土地利用高度化の条件と方法を解明していくために今後に残

された課題としてはつぎのことがあげられる。

　まず、これまでの分析では酪農経営に澄ける土地利用の変化と経営の変化との相

互関係が動態的に考察されていない。今後の土地利用高度化の方向と手順を考えて

いく場合、いかにして土地利用が高度化され、酪農経営が定着していくかが実証的

　　　　　　　　　　　　　　　　　一66一



に明らかにされる必要がある。

　つぎに、そうした分析をふまえて、土地利用高度化の手順と方向を事前的に評価

していくことが必要になる。そしてその結果を実態にひきもどして、土地利用高度

化の条件と方法を解明していくことが不可欠となるであろう。

　注

（1）土地利用の高度化の通常尺度として地代産出力があげられるが、ここでいう生

　産物単位当り生産費の低減は地代産出力を高めるための十分条件となる。

（2）　より拡張していえば、経営の計画性は現実の経営を能動的に改善していく場合

　の基礎となろう。この点の位置づけは七戸長生「農業経営の構造変化と発展条件

　」（崎浦誠治・田辺良則編『農業経済学概論』1978年所収）から示唆をうけ

　た。

（3）　この点は従来の経営研究ではすでに”経営”の定義のなかに所定の計画行動が

　前提とされてきたこととも関係があるように思われる。また、実態分析に澄いて

　も、一般に経営条件や経営構造の行動への規定性は強調されるが、経営行動と経

　営内部・外部条件との相互作用の認識は、経営の組織化や生産力の発展を考慮し

　ていく場合に重：要となろう。

（4）たとえば、足羽進三郎編『酪農発展に関する研究』1973年、P173～

　180を参照。

（5）計画性それ自体の考察については沢村東平『農：場経営の意思決定』1971年、

　永野瑞穂『経営計画論』三976年澄よびR・マーフィ『経済システムと適応過

　程』1962年を参照した。

（6）農林水産技術会議事務局『草地酪農型飼料生産技術体系』1972年、P9～

　2　30

（7）　昭和50年に於いて生草10a当り費用価は12，806円、専用放牧10a当

　り費用価は6，533円と採草の方が2倍近く高くなる（釧路・十勝・日高・根室

　　網走・宗谷）。牧草利用率を考慮しても同様の結果を得る。

（8）草地更新をどの時期にいかなる方式によっていかなる作業組織で実施するかと

　いうことが更新に眠いては重要となる。この点について、牧草播種時期が6月中

　旬というように採草1番刈の時期にくい込んでいる事例があり、しかもそれが補

　助事業による実施の場合にあたることは更新技術からみても問題として指摘され
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　ねばならない。

（9）北海道農業会議『酪農地帯に訟ける農業就業構造の実態と課題』1975年を

　参照。

⑳　北海道農業会議、前掲書P26～30。

αか　この点については道農業開発機械化研究会『飼料作機械化作業体系の実態』、

　1975年を参照。

⑫　この点は、昨年度の研究においても明らかになった。な澄草地更新の経済的意

　義については加用信文『農業経済の理論的考察』、1965年P1～62を参考

　にした。

⑬　沢村東平、前掲書P116～118

⑭　農林水産技術会議事務局、前掲書P29を参考にすると、目標反収6．0トンは

　当地域に吾ける現行技術での上限に近いものと考えられる。

〔付記〕　小論の取りまとめに際して桃野作次郎澄よび七戸長生両先生を始めと

　　　　して農業経営研究会の会員から多くの示唆を頂いた。とくに、七戸先生

　　　には配表調査票の作成から御指導を頂き、深く澄礼を申し上げる次第で

　　　ある。また、調査の過程で関係農家や農業協同組合の関係者の方々、そ

　　　　して北海道三根釧農業試験場酪農科の山本毅氏澄よび松山秀和氏には大

　　　変御世話になった。記して澄礼を申し上げたい。
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